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市の令和元年度決算に基づく健全化判断比率等について

※実質赤字額、連結実質赤字額がないため、「ー（該当なし）」で表示しています。

平成２５年平成２４年平成２３年平成２２年平成２１年平成２０年平成１９年平成１８年指　　　標

－－－－－－－実質赤字比率

－－－－－－－連結実質赤字比率
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６１.０％８９.３％１２２.１％１３２.１％１５６.９％１７４.７％１８４.６％将来負担比率

経営健全化基準郡上市指　　　　　　標
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-

水道事業会計、病院事業会計、下水道事業特別会計、宅地開発特別会計、
小水力発電事業特別会計、工業団地事業特別会計

財政再生基準早期健全化基準令和元年平成３０年平成２９年平成２８年平成２７年平成２６年指　　　標

２０.００％１２.６１％－－－－－－実質赤字比率

３０.００％１７.６１％－－－－－－連結実質赤字比率
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３５０.０％８５.３％６９.５％６７.４％４５.０％４３.８％３８.５％将来負担比率

▼実質赤字比率…福祉、教育、まちづくり等を行う一般

会計等の赤字額が標準的な収入に対してどれくらいの

割合になるかを指標化したものです。
　

▼連結実質赤字比率…すべての会計を合算し、全体の赤

字が標準的な収入に対してどれくらいの割合になるか

を指標化したものです。
　

▼実質公債費比率…地方債(借入金)の1年間の返済額（フ

ロー）及びこれに準じる経費の額が、1年間分の標準

的な収入に対してどれくらいの割合になるかを指標化

したもので、その比率の3ヵ年分を平均したものです。
　

▼将来負担比率…一般会計等の地方債(借入金)や将来支

払っていく可能性のある負担等(下水道事業、病院事

業、退職手当支給予定額等)の現時点での残高（ストッ

ク）が1年間分の標準的な収入に対してどれくらいの

割合になるかを指標化したものです。
　

▼資金不足比率…公営企業の資金不足が、公営企業の事

業規模である営業収益(料金収入等)の規模に占める割

合を指標化したものです。

1 ．地方公共団体財政健全化法の概要

　平成１９年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地方自治体が財政の健全性を判

断するための指標（健全化判断比率）と、公営企業ごとに経営状況を明らかにする指標（資金不足比率）の公表が、

平成１９年度決算から義務付けられました。また、平成２０年度決算からは、この各指標が一定の基準以上になった場合

は、財政の早期健全化や財政の再生を図るための計画作成等も必要になりました。公表を行うのは、実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４指標と資金不足比率です。

①健全化判断比率

　令和元年度決算に基づき健全化判断比率を算定した結果、下表のとおり、いずれの指標についても早期健全化基準

を下回りました。しかし、県内４２市町村の中で実質公債費比率、将来負担比率はまだまだ高い比率となっており、依

然として厳しい財政状況が続いています。

2 ．郡上市の状況（令和元年度決算に基づくもの）

②資金不足比率

　令和元年度は、下表のとおり資金不足を生じた公営企業がないため、資金不足比率は該当ありません。

※資金不足額がないため、「ー（該当なし）」で表示しています。

3．指標に関する説明

▼早期健全化基準…自治体の自主的な改善努力による財

政健全化を図るため、「実質赤字比率」「連結実質赤字

比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」のうち、１

つでも基準以上となった場合、指標が早期健全化基準

未満となることを目標として財政健全化計画を議会の

議決を経て定め、総務大臣・県知事に報告しなければ

なりません。
　

▼財政再生基準…国の関与による確実な再生を図るた

め、「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費

比率」のうち１つでも基準以上となった場合、指標が

早期健全化基準未満となること等を目標として、財政

再生計画を議会の議決を経て定め、総務大臣に報告し

なければなりません。また、総務大臣の同意なしに地

方債（借入金）の起債ができなくなります。
　

▼経営健全化基準…自治体の自主的な改善努力による財

政健全化を図るため、「資金不足比率」が経営健全化基

準以上となった場合、指標が経営健全化基準未満とな

ることを目標として、経営健全化計画を議会の議決を経

て定め、総務大臣・県知事に報告しなければなりません。

●健全化判断比率及び資金不足比率については、監査委員の審査に付した後、その意見を付して９月定例議会及び

１２月定例議会へ報告しました。


